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１．地球温暖化対策
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産業：▲5.1%

運輸：＋22.8%

家庭：＋19.4%

2010

住宅：
省エネ住宅の普及（断熱性の向上）

・低公害車の開発・普及：

　　　省エネ法改正（ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ方式導
入）、自動車税制のｸﾞﾘｰﾝ化等

・交通流対策

・モーダルシフト、物流の効率化

・公共交通機関の利用促進

【2001年排出量の90年度比増減割合】

運輸・建築物・住宅分野における対策

業務その他：＋30.9%

2001年度の我が国の温室効果ガス排出量は12億9900万t-CO2＝1990年（基準年）比約5.2％増
　　→19901990年比６％削減約束年比６％削減約束達成には、2001年度から約約1111％相当分の排出削減％相当分の排出削減

　　　　　　 　　（3.9%分の森林・都市緑化等による吸収を含む）が必要

建築物：
省エネ法改正強化（断熱性の向上、
空調設備の効率化）

部門別二酸化炭素排出量の推移
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国土交通省の地球温暖化対策

運輸部門

運輸部門の二酸化炭素排出については、
　○　９５年並みの水準（９０年比１７％増）への抑制が目標
　○　９５年以降は伸び率鈍化傾向
　○　全体の８８％を占め、増加を続ける自動車部門の対策が最重要課題

民生部門（住宅・建築物）

住　宅住　宅

建築物建築物

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

断熱性の向上
空調設備等の
効率化

約３５６０万ｔ
CO2削減

一酸化二窒素（笑気ガス）対策

[一酸化二窒素の温暖化効果は二酸化炭素の３１０倍]

下水汚泥の高温燃焼
（８５０℃）等

約２００万ｔ
CO2削減

二酸化炭素吸収源対策

都市緑化等の推進 約２８万ｔ
CO2吸収

低公害車
開発・普及等
（約２０６０万ｔ）

交通流対策
（約８９０万ｔ）

自動車交通対策
（約２９５０万ｔ）

モーダルシフト・
物流の効率化等
（約９１０万ｔ）

公共交通機関の
利用促進等
（約６７０万ｔ）

環境負荷の小さい交通体系の構築
（約１５８０万ｔ）

約４６００万ｔ
CO2削減

ＩＴＳの推進

路上工事の
縮減等

海上輸送の競争力強化
鉄道貨物輸送力の強化
トラック大型化及びその対応等

TDM
都市鉄道の整備
ICカード導入
乗り継ぎ改善等

この他、交通流の円滑
化を図るため、幹線道路
ネットワークの整備等を
着実に実施

国民運動・
エコドライブの推進
（約１００万ｔ）

自動車税の
グリーン化

燃料電池自動車
等 住　宅：　920万ｔ　住宅性能表示制度の整備、

　　　　　　　　　　 　住宅金融公庫の割増融資等
建築物：2,640万ｔ　省エネ法に基づく指導（省エネ法

　　の改正強化）、日本政策投資銀行
　　の低利融資等



　断熱性の向上、空調設備等の効率化　

住宅性能表示制度
の整備

住宅性能表示制度
の整備

住宅金融公庫の
割増融資　等

住宅金融公庫の
割増融資　等

住　　　宅

省エネ法の平成11年基準（平成11年改定）を満たす住
宅の整備

2008年度：新築住宅の５割を目標

省エネ法に基づく指導
（省エネ法の改正強化）

省エネ法に基づく指導
（省エネ法の改正強化）

日本政策投資銀行
の低利融資　等

日本政策投資銀行
の低利融資　等

建　築　物

省エネ法の平成11年基準（平成11年改定）を満たす建
築物の整備

2006年度：新築建築物の８割を目標

　民生部門においては、住宅・建築物の設計・施工上の対策、機器効率の向上による対策等によりエネルギー消費に
伴うＣＯ２排出量を削減。
　国土交通省においては、住宅・建築物の断熱性の向上、空調・照明・給湯等の設備における省エネルギー性能の
向上といった設計・施工上の対策を実施。　（ＣＯ２削減量３５６０万ｔ ）

住宅・建築物に係る地球温暖化対策

　（ＣＯ２削減量９２０万ｔ ） 　（ＣＯ２削減量２，６４０万ｔ ）

　さらに、建築物の環境性能と環境負荷低減性の両面について総合的に評価する「建築物総合環境性能評価システム（CASBEE）」の開発・
普及を推進することにより、地球温暖化対策をより一層推進

　断熱性の向上　

　（１）　民生部門における対策（住宅・建築物）
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●下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化により、
2010年まで現行の燃焼方式を継続した場合と比較
して、CO２換算で約140万ｔの温室効果ガスを削減。
●下水道等の普及による汚水処理の高度化により、
普及しない場合に比べてCO２換算で約70万ｔの温
室効果ガスを削減。（下水道で約60万ｔ）
　　　　　　　　　　（地球温暖化対策推進大綱）

●下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化により、
2010年まで現行の燃焼方式を継続した場合と比較
して、CO２換算で約140万ｔの温室効果ガスを削減。
●下水道等の普及による汚水処理の高度化により、
普及しない場合に比べてCO２換算で約70万ｔの温
室効果ガスを削減。（下水道で約60万ｔ）
　　　　　　　　　　（地球温暖化対策推進大綱）

●「下水道施設計画・設計指針」において適正な燃
　焼温度管理を明記することにより、焼却炉におけ
　る高温化燃焼を導入

●「下水道施設計画・設計指針」において適正な燃
　焼温度管理を明記することにより、焼却炉におけ
　る高温化燃焼を導入

Ｎ２０
高温化燃焼
（850℃）を導入

・下水汚泥の焼却等、下水処理の過程で一酸化二窒素が生成､排出。
・一酸化二窒素の温室効果の強さは二酸化炭素の約310倍。
　　　　　　　　　　　　　　下水汚泥の高温燃焼や下水道の普及により一酸化二窒素の排出抑制を推進し、
　　　　　　　　　　　　　　地球温暖化の防止に積極的に貢献。（ＣＯ２削減量約２００万ｔ）

●一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）
　代表的な温室効果ガスの一つ。自動車の排気ガ
スなど物の燃焼のほか、窒素肥料、ナイロン原料
の製造、麻酔薬（笑気ガス）の使用からも発生。

●下水汚泥の処理形態
　我が国では焼却が最も多い。
　減量化の推進により、今後も焼却量が増加する
見込み。

●一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ）
　代表的な温室効果ガスの一つ。自動車の排気ガ
スなど物の燃焼のほか、窒素肥料、ナイロン原料
の製造、麻酔薬（笑気ガス）の使用からも発生。

●下水汚泥の処理形態
　我が国では焼却が最も多い。
　減量化の推進により、今後も焼却量が増加する
見込み。

脱水汚泥
6%
コンポスト
11%

乾燥汚泥
3%

溶融ｽﾗｸﾞ
7%

焼却灰
73%

下水汚泥の処理形態（乾燥重量ベース(平成13年度)）

（２）　一酸化二窒素の排出抑制対策
　　 　　～下水汚泥焼却施設における燃焼の高度化等～
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（３）　吸収源対策

　植林等の二酸化炭素吸収源対策については、COP7において合意された森林経営に係る4,767万t-
CO2(対基準年排出量比約３．９％)とは別枠で「植生回復」として、都市緑化等が位置付けられる。

　このため、都市公園の整備、道路緑化、河川における緑化、港湾緑地等の公共施設の緑化や、民有
緑地の保全等、都市緑化等を積極的に推進することが必要。

吸収源対策　ー都市緑化等の推進ー

都市緑化等による二酸化炭素の吸収【推計】

　本推計値は「グリーンプラン2000（建設省H8.12）」等における高木の植樹計画に基づく試算であり、
今後、吸収量算入の対象及び算定方法等について精査、検討が必要。

（京都議定書上の位置づけ）京都議定書第３条第４項
「土地利用変化及び林業分野における温室効果ガスの吸収源による除去に関連する追加的な人為的活動」

○ 1990年以降の人為活動により増加した量が算入対象
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２．生活環境の改善
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ＳＰＭ（全国）ＮＯ２（全国）
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13.2%
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25.7% 24.7%

8.5%
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85 96
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0
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9年度 10年度 11年度 12年度 13年度 14年度

全体局数 達成局数

35.7%

76.2%
66.1%

47.3%
34.3%

34.0%

●ＮＯ２については、大都市圏において、約３割の測定局で環境基準が未達成
●ＳＰＭについては、約７割の測定局で環境基準が未達成

ＳＰＭ（NOx･PM法対策地域）ＮＯ２（ NOx･PM法対策地域）

大気汚染問題の現状
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（その他）データの観測・公開
１）道路管理者による大気の常時観測局を設置し、測定データを速報値として公開

①自動車単体の低公害・低燃費化

１）ディーゼル微粒子除去装置（ＤＰＦ・酸化触媒）の導入支援
　　　・道路特定財源の活用による、大型ディーゼル車保有者への助成

２）大型ディーゼル車に代わる低公害車の開発
　　　・自動車交通局と連携して、大型ディーゼル車の低公害化に必要な技術開発を実施

②自動車交通需要の抑制
１）環境ロードプライシングの試行
　　・首都高速、阪神高速有料道路の料金格差を利用して、住宅地域に集中し　　
　た交通を湾岸部に転換し、住宅地域の沿道環境の改善
　　・H16.2に阪神高速において更なる割引の社会実験を実施

２）有料道路の料金にかかる社会実験を実施
　　・有料道路と並行する一般道路からの交通転換を図り、沿道環境を改善

③交通容量の拡大

１）環状道路等幹線道路ネットワーク整備

２）交差点立体化等のボトルネック対策の実施

大気汚染問題への具体的な対応



左軸は東京（大手町）、ニューヨーク（CENTRAL PARK）、パリ（LE BOURGET:パリ中心
部より10数㎞の各都市の年平均気温示す。右軸は、世界の年平均気温平年差を示し、
世界の陸上の気象観測所における月平均の平年差データをもとに、気象庁で算出（基準
となる平年値は1971年～2000年の平均値）。

ヒートアイランド現象の現状

年平均気温は大都市ほど上昇傾向

この１００年間で東京では,３．０℃上昇
主要都市の気温上昇

日本の大都市の平均気温（出典：気象庁）
世界の大都市の気温変動比較（出典：気象庁）

＋１．０＋１．０＋１．０

中小規模の
都市平均

＋１．８＋３．２＋２．５大都市平均

＋１．５

＋０．６

＋２．６

＋１．９

＋２．３

＋２．１

＋３．０

＋３．５

＋３．８

＋３．６

＋３．２

＋１．９

＋２．３

＋２．３

＋３．０

＋２．６

＋２．５

＋２．５

札幌

仙台

東京

名古屋

京都

福岡

（８月）（１月）（年）

平　　均　　気　　温地点

100年あたりの上昇量（℃／100年）
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11・

施策の基礎データとして活用 施策の基礎データとして活用

水の蒸発散機能の活用 都市の
ヒートアイランド
現象の解消

ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ予測ﾓﾃﾞﾙの作成

具体事業 誘導施策

都市政策、広域的視点からのアプローチ

観測・調査

実験的
ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

都市廃熱処理システムの検討

環境共生住宅
市街地ﾓﾃﾞﾙ事業

冷
房
廃
熱

熱交換器 海水
等冷却水

太陽光発電

壁面緑化

植栽

屋上植栽

東京・大阪等での関連施策の集中実施

緑とｵｰﾌﾟﾝｽﾍﾟｰｽの機動的確保

公園をはじめとした
　公共施設の緑化

屋上・壁面等
　民有地の緑化

緑地協定

既存緑地の保全

公園による緑の創出

緑豊かな道路空間の形成

緑豊かな水辺の創出

緑の回廊構想イメージ緑の回廊構想イメージ

広域的な水と緑のネットワークの形成

ビオトープ化した調整池

大地への雨水浸透

国土交通省におけるヒートアイランド対策への取組み

建築物に関する
対策ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの作成

日射

主風向

人工排熱の抑制

壁面・屋上緑化

風通しの確保

ルールづくり

水面や散水した路面からの蒸発
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シックハウス問題の現状

近年、住宅に使用される建材等から室内に発散するホルムアルデヒド等
の化学物質により、人の健康に影響があったとする事例が報告され、「シッ
クハウス問題」として指摘されている

各年度の新築住宅について、ホルムアル
デヒドの濃度が厚生労働省の指針値
（0.08ppm）を超えるものの割合

住宅における実態調査結果の概要

7.7％13.3％28.7％

H14H１３H1２

実態調査の結果の推移



注）共同住宅の住戸も同様の措置が必要となる。

一戸建て住宅

シックハウス対策への取り組み

１．ホルムアルデヒドに関する建材、換気設備の規制

２．クロルピリホス（防蟻剤）の使用禁止

■ 建築基準法に基づくシックハウス対策（H15.7～） ■これまでのその他の主な取り組み

１．住宅性能表示制度において、ホル　
　　ムアルデヒド対策の程度や化学物　
　　質濃度の測定結果を表示

２．ホルムアルデヒド簡易測定器　　　
　　の貸し出し

３．住宅紛争処理支援センターの　　　
　　相談体制の整備

化学物質濃度の実態
調査や実証実験の実
施により必要な対策
を検討　

■今後の取り組み

実験住宅

13
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３．循環型社会の形成



15

鉄鋼業
2,645万t
(6.6%)

化学工業
1,689万t
(4.2%)

その他
6,980万t
(17.5%)

パルプ・紙等
製造業
2,714万t
(6.8%)

電気・ガス・
熱供給・
水道業
9,314万t
(23.3%)

農業
9,043万t
(22.6%)建設業

7,615万t
(19.0%)

産業廃棄物の現状（建設廃棄物と下水汚泥）

（平成１３年度　環境省調査）

区分 残余年数（年）

全国平均 4.3
首都圏 1.1
近畿圏 2.2

産業廃棄物最終処分場の残余年数（平成13年度）

出典：環境省資料

うち下水汚泥が
7,600万t
(約19%)

●建設廃棄物と下水汚泥で全産業廃棄物の約４割を占める。（建設廃棄物：１９％、下水汚泥：１９％）

●産業廃棄物最終処分場の残余年数は短く、逼迫状態にある。
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建設廃棄物の現状

品目別再資源化等率

（平成１４年度　建設副産物実態調査　国土交通省）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

建設廃棄物　

アスファルト塊　

コンクリート塊　

建設発生木材　

建設汚泥　

建設混合廃棄物　

その他
100万t (2%)

建設混合廃棄物
300万t (4%)

建設発生木材
500万t (6%)

建設汚泥
800万t (10%)

コンクリート塊
3,500万t
(42%)

アスファルト・
コンクリート塊
3,000万t
(36%)

がれき
類
６．１万ｔ
（３２％）

木くず
６．７万ｔ
（３４％）

その他の
建設
廃棄物
６．５万ｔ
（３４％）

平成１４年度　建設廃棄物品目別排出量

平成１４年度　建設廃棄物品目別不法投棄量

（平成１４年度　建設副産物実態調査　国土交通省）

※ 「縮減」とは焼却などにより減量化すること。

　　平成１４年度

　　平成１２年度

６１％ ２８％

再資源化率　８１％

縮減率 ４％

３８％ ４５％

４５％ ２４％

３０％ １１％

１７％ １９％

７％ ２％

再資源化率　８７％

縮減率 ５％

９８％

９９％

９６％

９８％

（平成１４年度　環境省調査）



17

現状

再生砕石等に

ほぼ全量リサイクル　　　　　　

課題

高度成長時代の建築物の解体により、
排出量が急激に増加　

今後の方向性

再生コンクリートなど、リサイクル用途
の拡大

（再生コンクリート骨材のＪＩＳ化予定）

H14再資源化率９８％ H22再資源化等率９６％以上

塊コ
ン
ク
リ
ー
ト

塊ア
ス
フ
ァ
ル
ト

木
材
建
設
発
生

廃
棄
物

建
設
混
合

再生砕石、再生ｱｽﾌｧﾙﾄ合材
等にほぼ全量リサイクル　

現段階では、リサイクルが困難な排水性
舗装等の打ち換えが今後増大

室内実験、試験舗装等の実施による　
リサイクル技術の確立

H14再資源化等率９９％ H22再資源化等率９８％以上

製紙材料、再生木質ボード、
燃料等にリサイクル

リサイクル品の需要が少ない
関係機関と連携した建設発生木材リサイクル
のケーススタディー実施により、リサイクル品
市場が成立する仕組み等を検討

H14再資源化率６１％ H22再資源化率６５％

分別の上、リサイクル可能

品目についてはリサイクル

建設廃棄物の収集・運搬システムで　
ある静脈物流システムの構築

H14 排出量を３０％削減(H12比) H22に排出量を５０％削減（H12比）

リサイクルよりも、排出量削減が重要

分別の徹底により建設廃棄物の収集・　
運搬が少量・小口化

建
設
汚
泥

　

盛土材、埋戻し材、路盤材等
にリサイクル

直轄工事をリード役として、建設発生
土と一体となったリサイクルのルール
を策定

H14再資源化等率６９％ H22再資源化等率７５％

建設汚泥の再生品は建設発生土等と
競合する上、コストが高い

建
設
リ
サ
イ
ク
ル
法
の
対
象
品
目

※再資源化等率の目標値は「建設リサイクル推進計画２００２」平成22年度目標値による。（※建設混合廃棄物は、コンクリート塊、木くず、金属くずなどの混合物）

※

建設リサイクルに関する今後の方向性



建設廃棄物共同集配システム実証実験建設廃棄物共同集配システム実証実験建設廃棄物共同集配システム実証実験

小口巡回回収小口巡回回収

土木工事現場土木工事現場

建築工事現場建築工事現場

戸建て住宅
解体工事現場

戸建て住宅
解体工事現場

管理センター管理センター

共同集配場共同集配場共同集配場

再資源化施設再資源化施設再資源化施設
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・下水道の普及拡大に伴い下水汚泥の発生量は増大（産業廃棄物の約2割）。
・最終処分地が逼迫しており、循環型社会の構築が求められている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 緑農地利用や建設資材利用等による下水汚泥の有効利用を推進。

下水汚泥の処理過程で発生するメタンガスをエネルギー源として有効活用。

56
52
50
48
45

38

15 15 16 17
20
24 24

30

60

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02

年度

発
生
汚
泥
量
（
千
D
S
ｔ）

0

10

20

30

40

50

60

70

リ
サ
イ
ク
ル
率
（
％
） その他

緑農地

建設資材
（セメント化）
建設資材
（セメント化除く）
海洋還元

埋立

リサイクル率

○下水汚泥の有効利用の例

コンポストとしての利用 アスファルト混合物としての利用
下水汚泥とその他のバイオマスを下水汚泥処理施設において集約的に処理し、処理工
程においてメタンガスを回収し、下水処理場内で活用

○下水汚泥の有効利用状況
○技術開発の推進　　LOTUS Project
(下水汚泥資源化･先端技術誘導プロジェクト）

（Lead to　Outstanding　Technology　
for　Utilization of　Sludge　Project）

　汚泥の有効利用率100%や温暖化対策のためのバイオマスエネルギー

の積極利用を図るためには、コストを大幅に引き下げる技術が必要。その

ため、目標コストを前面に出して、汚泥資源化の先端的な技術開発を誘導

→　平成15年度中に公募開始。

セメント原料等への利用の増加に
伴い、リサイクル率もアップした
が、・・・

○バイオマス･ニッポン総合戦略

　地球温暖化の防止や循環型社会の形成等の観点から、関係府省が連

携してバイオマスの利活用を推進。

下水汚泥の減量化、リサイクルの今後の方向性
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４．自然環境の保全・再生・創出



0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

明治大正期 現在

減少した湿地
79,873ha

142,323ha

66,323ha

湿地は明治大正期から約8万ha減少

※赤は明治大正以降増加した湿地　3,873ha

昔の水辺

良好な湿
地環境を
創出

湿地の減少

生物にとって貴重な生息・生育環境

○湿地が日本の国土面積に占める割合：０．２％

○日本において現在絶滅の危機に瀕している種は、

　・鳥類　　　　　 27種類(レッドデータブック(脊椎動物編)1991)

　・維管束植物　　1,044種類(レッドデータブック植物Ⅰ(維管束植物)2000)

　　そのうち、湿地に依存している鳥類、植物の種は約１８％にのぼる。

湿地

0 . 2 %荒れ地

3%

その他

2%

森林

68%

農業的利用

17%

都市的利用

10%

0

20

40

60

80

100

120

鳥類 維管束植物

地域の危機に瀕し

ている種

うち、湿地に依存し

ている種

※維管束植物は×10

27

5

(190)

(1044)

種

現在の水辺

・河川改修
・土地利用

良好な湿地環
境の喪失 水辺へのア

クセスが困
難に
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第４回　自然環境保全基礎調査　（H６,環境省）

海岸区分別延長の推移

18,967

4,340

8,599

18,402

4,511

9,295

18,106

4,467

9,942

0 5,000 10,000 15,000 20,000

自然海岸

半自然海岸

人工海岸

海岸延長　(km)

平成５年

昭和59年

昭和53年

海岸区分別延長の推移海岸区分別延長の推移 干潟・藻場面積の推移

55,300

207,615

51,443

201,212

0 50,000 100,000 150,000 200,000 250,000

干潟面積

藻場面積

面積　(ha)

平成６年

昭和53年

干潟・藻場面積の推移干潟・藻場面積の推移

干潟・藻場・自然海岸の面積等の減少
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トキが絶滅
開発、乱獲による希少種の絶滅
生息・生育地の減少

メダカが激減
里地里山における生産様式の変化
森林等の管理不足による身近な
自然の質の変化

ブラックバスの影響
国外からの移入種による
日本固有の種への影響

「生物多様性」の減少

人間生存の基盤等の危機の発生

生物多様性確保のための各種対策を実施

自然再生生態系保全 絶滅防止対策 環境学習充実 ＮＰＯ・市民参加

生物多様性の現状と課題

（例１） （例２） （例３）

＜生物多様性＞
すべての生物の間の変異性をいう
ものとし、種内の多様性、種間の
多様性及び生態系の多様性を含む

○H5.12　　生物多様性条約発効
○H14.3　　新・生物多様性国戦略策定
○H14.12 自然再生推進法制定
○Ｈ15.7　 環境の保全のための意欲　
　　　　　　　の増進及び環境教育の推　
　　　　　　　進に 関する法律制定

23
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◆地域住民も一緒になって
　計画を作成

本
川
流
路

旧
流
路

除草作業による植生管理

平成15年7月に自然再生推進法に基づく自然再生協議会を設立し、地域住民、学識経験者、行
政が一体となった取組みを推進

考えられる再生メニュー

・湿地環境の再生
・旧流路における流水環境の再生　　等

自然の復元力を活用しつつ整備

良好な湿地環境の再生土砂で埋まった旧流路

◆NPO等との協働により
　適切な維持管理を実施

荒川太郎右衛門地区自然再生協議会

　　・自然再生全体構想の作成
　　・自然再生事業実施計画案の協議
　　・事業実施、維持管理に係る連絡調整

＜学識経験者＞
【協議会会長】浅枝隆（埼玉大学大学院教授）
【協議会副会長】三島次郎（桜美林大学名誉教授）
嶋野道弘（文部科学省）
恵小百合（江戸川大学教授）
堂本泰章（河川環境保全モニター）
小川早枝子（（財）埼玉県生態系保護協会）

＜市民＞

一般公募により、50名が参加

地域住民 NPO

＜国土交通省＞

【協議会事務局】荒川上流河川事務所

＜地方公共団体＞
埼玉県（河川，農林，公園各部局）
上尾市，桶川市，川島町

自然再生事業の事例（荒川中流域における取組）



都市化の進展などにより、水量の減少、水質の悪化、湧水の枯渇、良好な
緑の減少、生物の生息・生育環境の喪失など、都市環境の悪化した地域
において、『水』と『緑』豊かな『ネットワーク』を形成する。

【水と緑のネットワーク（イメージ図）】

市街地の公園

既存の緑地

海辺の緑地

河川の水と緑

水辺を軸とした
ネットワークの形成

【緑の回廊構想（イメージ図）】

広域的な水と緑のネットワークの構築

公園・緑地、河川等によるネットワーク効果の高い事業に対する連
携支援を行うことにより、広域的な緑の骨格軸・緑の拠点形成を推
進する。

【エコロジカルネットワークイメージ図】 【水面再生による地上気温と風速ベクトルの変化量】

エコロジカルネット
ワークの形成によ
る生物の良好な生
息・生育環境の確
保

ヒートアイランド現
象の緩和

土木研究所報告より

施策の効果
２３区内で水面
が５％増加した
場合を想定

25
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５．良好な水環境の形成



水循環における現状と課題の例水循環における現状と課題の例

平均(=1,637mm)

トレンド

年降水量

●1996～98年の調査によって確認された湧
水点(155地点)

●1983～85年に横浜市が調査したときには
あったが、1996年～98年の追跡調査で確認
できなかった湧水点(59地点)

湧水が枯渇

湧水マップ

累積地盤変動と地下水位の経年変化（都筑観測所）

出典：「平成８年度横浜市地盤沈下調査報告書」

●湧水の枯渇と地盤沈下

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

昭49 51 53 55 57 59 61 63 平2 4 6 8 10 12

河川
湖沼

海域
三大湾

環境基準（BOD又はCOD）達成率の推移

出典：平成13年度公共用水域水質測定結果（環境省）

●閉鎖性水域の環境基準達成率は横這い
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(平成5年)
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)

●近年の少雨化傾向により、渇水に対する安全性は低下

　　　　　　　　　　出典：国土交通省資料 （2002年(平成14年)5月現在） 1999年1897年
地下水位が低下し、
地盤が沈下

河川において改善がみられるものの、
三大湾では、約65％、湖沼では未だ
50％に達していない状況。
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健全な水循環系の構築健全な水循環系の構築

• 平常時の河川流量の減少
• 雨天時の河川流出量の増加
• 水質の悪化
• 湧水の枯渇
• 地盤沈下 など

• 平常時の河川流量の減少
• 雨天時の河川流出量の増加
• 水質の悪化
• 湧水の枯渇
• 地盤沈下 など

水循環系の健全化が必要
• 安全でおいしい水の確保
• 都市型水害の回避
• 平常時の河川流量の確保
• 渇水被害の軽減
• ヒートアイランド現象の緩和
• 多様な生態系の回復

水循環系の健全化が必要
• 安全でおいしい水の確保
• 都市型水害の回避
• 平常時の河川流量の確保
• 渇水被害の軽減
• ヒートアイランド現象の緩和
• 多様な生態系の回復

※都市基盤公団の先進事例（ S56、
昭島つつじヶ丘ハイツで雨水浸透
工法を導入）では、２０年を経過し
た後も台風や集中豪雨に効果を発
揮

浸透施設の効果
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・合流式下水道では、雨天時に未処理の下水（汚水＋雨水）の一部が川や海等へ流出

・雨が降った後の川や海では、最大で水浴場基準の約１０，０００倍の糞便性大腸菌群が存在

公衆衛生上・景観上極めて問題。早急な合流式下水道改善の対策が必要

○下水道法施行令の改正（平成15年9月）

　吐口において雨天時下水の放流水量を減少させる　　　　
　適切な高さの堰の設置を規定

　雨水の影響が大きい場合の、放流水質の技術上の基準
　および水質検査方法について規定

○下水道法施行令の改正（平成15年9月）

　吐口において雨天時下水の放流水量を減少させる　　　　
　適切な高さの堰の設置を規定

　雨水の影響が大きい場合の、放流水質の技術上の基準
　および水質検査方法について規定

未処理下水の放流状況

○技術開発の推進

　下水道技術開発プロジェクト

　（SPIRIT21）
　　「効率的な処理」　「消毒」

　　「計測・制御」　の開発研究

→開発研究課題24技術のうち

　４技術が実用化

○技術開発の推進

　下水道技術開発プロジェクト

　（SPIRIT21）
　　「効率的な処理」　「消毒」

　　「計測・制御」　の開発研究

→開発研究課題24技術のうち

　４技術が実用化

お台場海浜公園（東京）に漂
着したオイルボール

期間：原則１０年間で対策を完了期間：原則１０年間で対策を完了

合流式下水道の改善
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下水の高度処理の推進
高度処理とは：標準的な下水処理では充分に除去できない窒素、リン、病原性微生物等を高度に除去する処理方法
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神田川（東京都）における
水質改善

高度処理の導入により、河川水質が格
段に向上
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（流入下水中の濃度を１００とする）

高度処理標準法

下水道による環境ホルモンの低減

環境ホルモン等についても、高度処理に
より高い水準まで除去可能

千川上水（東京都）に
おける清流復活

・高度処理水は都市の貴重な水資源とし
　て活用することが可能

下水道における排出負荷調整配分に係る経済的手法（取引）の導入等による高度処理の推進下水道における排出負荷調整配分に係る経済的手法（取引）の導入等による高度処理の推進
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流水の正常な機能を維持するため必要な流量流水の正常な機能を維持するため必要な流量

総　合　的　に　考　慮

流水の占用

　　　　その他
・舟運　　　・漁業
・塩害の防止
・河口閉塞防止
・河川管理施設の保護
・地下水の維持　etc

流水の清潔の保持

人と河川の豊かな
ふれあい

EEボートによる水面利用ボートによる水面利用

動植物の生息、生育
に必要な流量

鮎の遡上の状況

景観・観光

河畔の植生に映える豊かな水量河畔の植生に映える豊かな水量

河川環境 水　利　用

水質基準等による評価

水利権流量等の確保
・灌漑用水
・工業用水
・生活用水　etc

　良質な水質・水量の確保　
　　　～多面的な要素を鑑みた流量設定～
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６．国土交通省環境行動計画（仮称）の策定
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　　平成１５年１０月　　　　 　省内に検討委員会を設置し、検討を開始
　　平成１６年　４月　　　　 　行動計画素案
　　　　　　　　　 ４月～５月　 　各方面からの意見集約
　　　　　　　　　夏頃　 　行動計画決定　　　　　

・発足４年を迎える国土交通省は、地球温暖化防止、循環型社会の形成、自然との共生など、多様な環境問題の解決に向けて環境重視の
施策を展開しているが、「環境の世紀」と呼ばれる21世紀初頭の今、国土交通行政のあらゆる分野で総点検を実施し、行政のグリーン化を
進めていく必要がある。
・この中で、平成16年の「地球温暖化対策推進大綱」の評価・見直しについて、国土交通省として的確に対応していく必要がある。
・統合のメリットを活かしつつ、具体的・効果的な施策を提案・実行するための「行動計画」を策定する。

（１）平成16年の「地球温暖化対策推進大綱」の評価・見直しを適切に実施するため、国土交通省としての地球温暖化対策を検討・整理する。
（２）循環型社会の形成、健全な自然環境・水循環の確保、良好な生活環境の確保（大気汚染の防止等）などの課題に対応し、経済社会シス
テムのグリーン化を効果的に進める環境政策を提案・実行する。

（１）経済社会システムにおけるグリーン化メカニズム構築
（２）公共財の整備主体、事業者・消費者など経済主体としての国土交通省の率先的取り組み
（３）国際的視野での環境問題解決に向けた取組み
（４）将来世代への豊かな環境継承に向けた取組み
（５）政策や計画の企画・立案等における国民とのコミュニケーションのビルトイン

１．策定の趣旨

２．行動計画の基本的枠組

３．政策の点検・立案の切り口

４．検討の進め方

国土交通省環境行動計画（仮称）の策定国土交通省環境行動計画（仮称）の策定


